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　はじめに
　近年、少子高齢化や社会情勢の変化に伴い、人々の保
健ニーズは複雑化し、保健師の活動をめぐる状況も大き
く変化している。2013（平成25）年には「地域における
保健師の保健活動に関する指針」の改定が行われ、保健
師の保健活動の基本的な方向性が10項目にまとめられ
たが、その第１項目に「地域診断に基づくPDCAサイク
ルの実施」が位置づけられている1）。地域診断は住民の
健康状態や生活および生活環境の実態を把握し、健康問
題とその背景、関連する資源や強みを明らかにして地域
で取り組むべき健康課題を特定することであり、課題
解決の方法を見出すプロセスであり技術であるとされ
る2）。しかしながら、現場においては地域診断の必要は
誰もが認識しているが、業務の忙しさ、方法論がよくわ
からない等の理由から必要な地域診断が必ずしも行われ
ているとは限らない現状がある3）。全国保健師教育機関
協議会が2014（平成26）年に作成した「保健師教育におけ
るミニマム・リクワイヤメンツ」4）には、卒業時までに
学生が必ず習得する最低限の技術が示されている。地域
診断に関しては「地域の人々の生活と健康を多角的・継
続的にアセスメントする」という項目が提示されている
が、具体的教育カリキュラムは各大学の裁量に任されて
いる。
　2018（平成30）年の保健師国家試験から、地域診断にお
ける判断や介入の優先度を問う出題、地域診断に必要な
グラフ化されたデータや表などをもとに保健師に必要な
判断力を問うような出題が望ましいとの検討がなされて
いることから5）、学生の「疫学」「保健統計」の知識に根
差したアセスメント能力をより高める教授方法の検討が
必要であると考えた。
　本学看護学専攻では4年次に石川県内の保健所・市町

保健センターにおいて「公衆衛生看護実習」を行ってお
り、目標のひとつに地域の健康課題を明らかにするた
めの地域診断の実施をあげている。学生は実習開始前に
様々な既存の行政資料を集め、経年的推移の読み取りや、
周辺自治体、県、国との比較により健康課題を抽出する
等の地域診断の過程を行っている。市町別の人口動態と
して石川県衛生統計年報が毎年刊行されているが、電子
ファイルで使用可能なデータベースはなく、過去のデー
タを毎年手作業で入力する必要があり、実習前約１か月
の限られた時間内では長期に渡るデータ推移の検討が十
分行えない現状があった。
　そこで、2015（平成27）年度金沢大学「授業用教材作成
支援」（ICT教育推進室）の採択を受け、教材作成を行っ
た。その一部が完成したので、教材の概要と予想される
教育効果について報告する。

　教材作成の目的
　石川県衛生統計年報の市町別データを電子化しデータ
ベースを作成することにより、学生が石川県内の自治体
のデータの操作を容易にでき、より効率的に地域診断の
能力を身に付けることができることを目的とした。

　教材作成の方法
　石川県衛生統計年報の基本的保健指標である人口動態
指標（11項目：人口、出生、低出生体重児、死亡、自然増加、
乳児死亡、新生児死亡、死産（自然・人工）、周産期死亡（後
期死産・早期新生児死亡）、婚姻、離婚）について、全国、
石川県、県内市町ごとに年次データのエクセル入力を
行った。また、入力年は1950（昭和25）年－2013（平成25）
年の計63年分とした。
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　1．データの収集
　データは主に石川県衛生統計年報冊子体より得た。
1985（昭和60）年－2006（平成18）年の電子データは石川県
保健環境センター、2007（平成19）年以降は石川県健康福
祉部健康推進課より得た。1950（昭和25）年－1959（昭和
34）年は石川県衛生統計年報内に各市町村の人口が記載
されておらず、石川県統計書のデータを使用した。
　2．市町村合併分を含んだ入力シートの作成　
　現在までの間に、市町村は昭和の大合併、平成の大合
併等を経ている。現行市町のデータの推移を把握するた
めに、石川県下の市町村合併の経緯資料を石川県総務部
市町支援課より入手し、合併前の市町村データを統合で
きる計算シートを市町ごとに作成した。この市町村合
併による統合データを反映した、現行市町63年分の経年
データを表示できるエクセルファイルを作成した。
　3．データの入力
　データは2人一組で各項目の実数を入力し、各項目の
率は計算式を用いて計算した。その後入力データの見直
しを行った。
　4．データベースの使用方法
　金沢大学のオンラインネットワークシステムであるア
カンサスポータル内公衆衛生看護実習コースに掲載し、
学生がダウンロードできる環境を整える。これにより学
生はダウンロードしたファイルから、情報を得たい指標
や市町データを加工することができる（図１）。エクセル

を用いたグラフ化の手引きも同時に作成し、コースから
閲覧できるようにする（図２）。

　結果
　全国、石川県、県市町の63年分人口動態指標データベー
スの作成により、自治体ごとの指標の経年的推移の比較
が容易に可能となった。以下にこのデータベースを用い
て作成した全国、石川県内の保健所管内（金沢市、南加

図 1　データベースの例

図 2　手引き教材の例
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和60）年頃より増加に転じている。出生人数の少ない能登
中部、能登北部では率の変動が大きくなっている。
　4．婚姻率（人口千対）の推移（図６）
　全国、金沢市、南加賀、石川中央では1971（昭和46）年
ころに率上昇のピークがありその後、急激に減少している。
能登中部、能登北部では同様のピークは認められない。

　考察
　長期に渡る市町データの推移を検討できるデータベー
スはこれまでにはなかった。市町ごとのデータを可視化
可能な電子情報としたことで、予想される教育効果は以
下の通りである。
　1．効率的な情報収集
　これまでデータ収集にかけていた時間を短縮でき、他
の自治体との比較が容易となる等、学生は限られた実習
準備期間中により多角的なデータのアセスメントが可能
となることが考えられる。
　2．経年データの読み取り学習
　図３の読み取りからもわかるように経年データを得ら
れることで、初学者である学生がデータの長期的傾向を

賀保健所管内、石川中央保健所管内、能登中部保健所管
内、能登北部保健所管内）ごとに集計した各指標の推移
の一部を示す。
　1．出生率（人口千対）の推移（図３）
　全国の推移と同様、どの管内も出生率が低下している
ことが読み取れる。1966（昭和41）年にどの管内も率が大
きく減少しているのは「ひのえうま（丙午）」の影響であ
る。全国と比較して金沢市と南加賀、石川中央管内は高
率で推移しているが、能登中部、能登北部は低率で推移
している。能登北部は「ひのえうま」以降の第2次ベビー
ブームの山が見られないことがわかる。
　2．死亡率（人口千対）の推移（図４）
　全国の推移では1955（昭和30）年ころまでに急激に率が
低下し、その後緩やかに上昇している。全国よりも高率
で推移をしているのは能登北部、能登中部であり、これ
らは高齢化の影響を受けていると考えられる。
　3．低出生体重児率（出生百対）の推移（図５）
　国が推進する「健やか親子21（1次）」（ 2001（平成13）年
－2014（平成26）年 ）の指標で期間内に悪化した２項目のう
ちの一つである。管内別では大きな差異は見られず1985（昭

図 3　石川県保健所管内別　出生率の推移

図 4　石川県保健所管内別　死亡率の推移

図 5　石川県保健所管内別　低出生体重児率の推移

図 6　石川県保健所管内別　婚姻率の推移
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考慮した妥当な読み取りが容易となると考えられる。読
み取りの手法として、図５の低出生体重児のような発生
頻度の少ないデータは移動平均を算出するなど、指標の
特徴に応じた統計学的手法を学ぶのにも適している。現
時点の経年データは人口動態指標のみであるが、これら
の指標を長期の視点で見ることで、学生は実習先の自治
体の少子高齢化等の実態をより実感し、少子高齢化が影
響すると考えられる他の保健指標や住民の生活実態への
学生の興味関心を引き出すことができると考える。
　3．段階的演習カリキュラムの構築
　本データベースは4年次の公衆衛生看護実習の他にも2
年次の講義・演習での使用が可能であると考える。①経
年的データをグラフ作成により可視化する、②グラフ化
したデータを読み取る力を身に着ける、③保健指標をア
セスメントするため目的を持ってデータを選択・加工し
地域の健康に関するアセスメント・課題抽出を探索的に
実施できる等、学年進行に沿って段階的に学習できるカ
リキュラムの構築を行っていく予定である。

　また、過去の合併分のデータを足し合わせた長期に渡
る県下の市町データは他にはないため、このデータベー
スは教材としてのみならず、学術的意義も有する。市町
単位でのより詳細な分析を今後は進めていきたい。

　今後の展望
　現在は人口動態データのみであるが、今後は指標の数
を増やし、地域診断データベースとしての充実を図って
いきたい。このことにより学類生のみならず、大学院生
の疫学や統計手法の学習支援や石川県内自治体の初任者
保健師教育等の地域貢献に活用できると考えている。
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